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（ 過 疎 地 域 と み な さ れ た 区 域 を そ の 一 部 と す る 市 町 村 に お け る 額 の 算 定 ）

第 三 条 過 疎 地 域 と み な さ れ た 区 域 を そ の 一 部 と す る 市 町 村 の 法 第 十 四 条 第 二 項 に 規 定 す る 総 務 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 算 定 し た 額 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 区 域 の 区 分 に 応 じ 、 当 該 市 町 村 の 区 域 の う ち 一

の 過 疎 地 域 と み な さ れ た 区 域 ご と に そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る 額 （ 当 該 額 が 零 を 下 回 る 場 合 に は 、 零 と す る 。 ） を 合 計 し た 額 と し 、 そ の 額 が 三 千 五 百 万 円 を 下 回 る 場 合 に は 三 千 五 百 万 円 と す る 。

一 当 該 年 度 又 は 当 該 年 度 の 前 年 度 に お い て 普 通 交 付 税 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 三 十 七 年 自 治 省 令 第 十 七 号 ） 第 四 十 八 条 第 一 項 に 規 定 す る 合 併 関 係 市 町 村 （ 以 下 こ の 項 に お い て 「 特 定 合 併 関 係 市 町 村 」 と い

う 。 ） で あ る 当 該 過 疎 地 域 と み な さ れ た 区 域 次 に 掲 げ る 場 合 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 算 式 に よ り 算 定 し た 額

イ 市 町 村 の 合 併 に よ り 当 該 過 疎 地 域 と み な さ れ た 区 域 を そ の 区 域 と す る 合 併 関 係 市 町 村 の 区 域 の 全 部 が 合 併 後 市 町 村 の 区 域 の 一 部 と な っ た 場 合

算式
Ａ×（051－Ｂ）×１／15
算式の符号
Ａ 当該過疎地域とみなされた区域をその区域とする合併関係市町村が当該年度の前年度の４月１日においてなお従前の区域をもって存続していたものと仮定して普通交付税に関する省令第49条
の規定によって算定した基準財政需要額
Ｂ 当該過疎地域とみなされた区域をその区域とする合併関係市町村が当該年度前三年度内の各年度の４月１日においてなお従前の区域をもって存続していたものと仮定して普通交付税に関する
省令第49条の規定によって算定した基準財政需要額及び同令第50条の規定によって算定した基準財政収入額をもとに、第１条第２号の規定の例により算定した数値

ロ 市 町 村 の 合 併 に よ り 当 該 過 疎 地 域 と み な さ れ た 区 域 を そ の 区 域 と す る 合 併 関 係 市 町 村 の 区 域 の 一 部 が 合 併 後 市 町 村 の 区 域 の 一 部 と な っ た 場 合

算式
Ａ×（051－Ｂ）×１／15
算式の符号
Ａ 当該過疎地域とみなされた区域をその区域とする合併関係市町村の区域の一部をその区域とする市町村が当該年度の前年度の４月１日において存在していたものと仮定して普通交付税に関す
る省令第49条の規定によって算定した基準財政需要額
Ｂ 当該過疎地域とみなされた区域をその区域とする合併関係市町村の区域の一部をその区域とする市町村が当該年度前三年度内の各年度の４月１日において存在していたものと仮定して普通交
付税に関する省令第49条の規定によって算定した基準財政需要額及び同令第50条の規定によって算定した基準財政収入額をもとに、第１条第２号の規定の例により算定した数値

二 当 該 年 度 及 び 当 該 年 度 の 前 年 度 に お い て 特 定 合 併 関 係 市 町 村 で な く 、 か つ 、 平 成 十 一 年 四 月 一 日 以 後 の 市 町 村 の 合 併 に 伴 い 、 同 日 か ら 当 該 年 度 の 前 々 年 度 ま で の 間 の い ず れ か の 年 度 に お い て 特 定 合

併 関 係 市 町 村 で あ っ た 当 該 過 疎 地 域 と み な さ れ た 区 域 次 に 掲 げ る 場 合 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 算 式 に よ り 算 定 し た 額

イ 市 町 村 の 合 併 に よ り 当 該 過 疎 地 域 と み な さ れ た 区 域 を そ の 区 域 と す る 合 併 関 係 市 町 村 の 区 域 の 全 部 が 合 併 後 市 町 村 の 区 域 の 一 部 と な っ た 場 合

算式
Ａ×（051－Ｂ）×１／15×Ｃ／Ｄ
算式の符号
Ａ 当該合併後市町村の当該年度の前年度の地方交付税法第11条の規定により算定した基準財政需要額
Ｂ 当該合併後市町村の財政力指数
Ｃ 当該過疎地域とみなされた区域が前号柱書に規定する区域に該当する最後の年度において、当該過疎地域とみなされた区域をその区域とする合併関係市町村が当該年度の前年度の４月１日に
おいてなお従前の区域をもって存続していたものと仮定して普通交付税に関する省令第49条の規定によって算定した基準財政需要額
Ｄ 当該過疎地域とみなされた区域が前号柱書に規定する区域に該当する最後の年度において、当該合併後市町村に係る合併関係市町村又は合併関係市町村の区域の一部をその区域とする市町村
がそれぞれ当該年度の前年度の４月１日においてなお従前の区域をもって存続又は存在していたものと仮定して普通交付税に関する省令第49条の規定によって算定した基準財政需要額を合計し
た額

ロ 市 町 村 の 合 併 に よ り 当 該 過 疎 地 域 と み な さ れ た 区 域 の 一 部 が 合 併 後 市 町 村 の 区 域 の 一 部 と な っ た 場 合

算式
Ａ×（051－Ｂ）×１／15×Ｃ／Ｄ
算式の符号
Ａ 当該合併後市町村の当該年度の前年度の地方交付税法第11条の規定により算定した基準財政需要額
Ｂ 当該合併後市町村の財政力指数
Ｃ 当該過疎地域とみなされた区域の一部が前号柱書に規定する区域に該当する最後の年度において、当該過疎地域とみなされた区域をその区域とする合併関係市町村の区域の一部をその区域と
する市町村が当該年度の前年度の４月１日において存在していたものと仮定して普通交付税に関する省令第49条の規定によって算定した基準財政需要額
Ｄ 当該過疎地域とみなされた区域の一部が前号柱書に規定する区域に該当する最後の年度において、当該合併後市町村に係る合併関係市町村又は合併関係市町村の区域の一部をその区域とする
市町村がそれぞれ当該年度の前年度の４月１日においてなお従前の区域をもって存続又は存在していたものと仮定して普通交付税に関する省令第49条の規定によって算定した基準財政需要額を
合計した額

２ 財 政 力 指 数 が 〇 ・ 五 一 以 下 の 過 疎 地 域 と み な さ れ た 区 域 を そ の 一 部 と す る 市 町 村 が 、 前 項 の 規 定 に よ り 額 を 算 定 す る 場 合 に お け る 当 該 市 町 村 の 法 第 十 四 条 第 二 項 に 規 定 す る 総 務 省 令 で 定 め る と こ ろ に

よ り 算 定 し た 額 は 、 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 同 項 の 規 定 に よ り 算 定 し た 額 に 、 当 該 額 に 一 を 乗 じ て 得 た 額 を 限 度 と し て 、 総 務 大 臣 が 定 め る 額 を 加 算 し た 額 と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 総 務 大 臣 は 、 市

町 村 発 行 予 定 額 が 市 町 村 発 行 限 度 額 を 超 え る こ と の な い よ う に 定 め な け れ ば な ら な い 。
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